
2021年4月1日

令和７年９月１日・２日

福岡東労働基準監督署

令和７年度 福岡市公共工事安全講習会

建設業における安全衛生管理について

安全は企業の礎です。
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本日の内容
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1.第14次労働災害防止計画

2.労働災害発生状況

3.災害防止対策

4.今後の法改正について
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１．第14次労働災害防止計画



第14次労働災害防止計画の概要
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労働災害防止計画とは

・労働安全衛生法（第6条）に基づき、労働災害の防
止に関し基本となる目標、重点課題等を厚生労働大臣
が定める５か年計画。

令和５年４月１日～令和１０年３月３１日

計画の方向性とは

・ 事業者の安全衛生対策の促進と社会的に評価される環境の整備を図って
いく。そのために、厳しい経営環境等さまざまな事情があったとしても、
安全衛生対策に取り組むことが事業者の経営や人材確保・育成の観点から
もプラスであると周知する。

・ 転倒等の個別の安全衛生の課題に取り組んでいく。
・ 誠実に安全衛生に取り組まず、労働災害の発生を繰り返す事業者に対し
ては厳正に対処する。



第14次労働災害防止計画の重点課題
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① 自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

② 労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する

労働災害防止対策の推進

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

④ 多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対

策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

⑥ 業種別の労働災害防止対策の推進

⑦ 労働者の健康確保対策の推進

⑧ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

目標

死亡災害：５％以上減少（建設業は１５％以上減少）
死傷災害：増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少
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２．労働災害発生状況



令和７年 福岡労働局管内労働災害発生状況
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休業４日以上の労働災害（７月末現在）
  全業種   2,936件
  建設業      294件

製造業

474

建設業

294

運輸交通業

438

商業

562

保健衛生業

467

その他

701

土木

76

建築

133

その他

85

建設業294件

（７月末現在）

福岡県内全業種

（７月末現在）

※労働者死傷病報告の集計値（コロナ除く）



令和７年 福岡労働局管内労働災害発生状況
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○ 事故の型別

墜落、転落

96

転倒

32

飛来、落下

26

崩壊、倒壊

8

はさまれ、巻き込まれ

25

切れ、こすれ

26

無理な動作、動作の反動

25

建設業294件

（７月末現在）



令和７年 福岡労働局管内労働災害発生状況
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○ 起因物別 車両型建設機械
木材加工用機械
一般動力機械  

トラック
乗用車

移動式クレーン

建築物  

足場
通路
屋根等
階段

はしご等
手工具

機械等

45

トラック、乗用車

26

建築物

89

その他装置

59

荷物

7

その他

68

建設業294件

（７月末現在）



令和７年 福岡労働局管内労働災害発生状況
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○ 年齢別

10代

7

20代

63

30代

46

40代

46

50代

61

60歳以上

71

建設業294件

（７月末現在）

○60歳以上が最多
加齢による身体機能の低下
○20代・50代がほぼ同数で多
若手→知識・経験不足、安全意識が希薄
ベテラン→身体機能の低下、慣れ・慢心
…など

・労働者の特性に合わせた安全衛生
教育の実施
・KY（危険予知）活動、リスクアセ
スメント



令和６年建設業における死亡災害
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№ 事故の型 発生状況のあらまし 年齢等

1
墜落災害
(墜落・転落)

被災者は、集合住宅の外壁修繕工事において、足場から張り
出した作業床でバランスを崩し、躯体と足場の間の隙間から
約10ｍ下の地面に墜落した。

３０代男性

2 墜落災害
(墜落・転落)

被災者は、5階建て病院の外壁改修工事現場において、足場
解体工事と並行して壁つなぎを外した外壁穴の補修をしてい
たところ、墜落した。

６０代男性

3
墜落災害
(墜落・転落)

被災者は、解体工事現場において、ダンプ荷台の上で廃材の
ならし作業を行っていたところ、荷台上から地面に墜落した。

８０代男性

4
重機災害
(転 倒)

被災者が、ドラグショベルを運転し急斜面を降りようとした
ところ、同機が傾き機械とともに転落、被災者は運転席から
投げ出され、同機の下敷きとなった。

４０代男性

5
重機災害
(飛来・落下)

コンベアのベルト取替工事において、移動式クレーンで吊っ
たロール状のベルト（重さ４t）が約1.5ｍの高さから落下し、
近くにいた被災者が下敷きになったもの。

２０代男性

6
重機災害
(激突され)

被災者は、伐木のため、移動式クレーンに吊り下げたかごに
乗ってチェーンソーで木の切断作業をしていたところ、切断
された木が跳ね、これが被災者に激突されたもの。

７０代男性

7
崩壊災害
(崩壊・倒壊)

雨水管渠の設置にあたり、ドラグショベルで掘った深さ約
1.5mの掘削底で被災者が作業を行っていたところ、背後の
地山が崩壊した。

５０代男性

8
崩壊災害
(崩壊・倒壊)

被災者は、電柱の撤去作業中、折れて倒れてきた電柱の下敷
きとなったもの。電柱（鋼管柱）の根元は腐食していた。

６０代男性



令和７年建設業における死亡災害（７月末現在）
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№ 事故の型 発生状況のあらまし 年齢等

1 墜落災害
(墜落・転落)

解体する倉庫の事前調査中、屋根上で作業していた被災者が
スレート屋根を踏み抜き約4.4ｍ下に墜落し、死亡した。

７０代男性

2
墜落災害
(墜落・転落)

下水道工事中、直径2m・深さ8mの立坑内で作業を終えた被
災者が地上へ戻る際にハシゴから墜落し、死亡した。

４０代男性

3
重機災害
(はさまれ・
巻き込まれ)

トレンチピット解体工事中、ピット内でゴミ分別作業をして
いた被災者が運転中のドラグショベルのバケットと壁の間に
挟まれ、死亡した。

２０代男性

4
崩壊災害
(崩壊・倒壊)

下水道工事中、深さ約2.3ｍの掘削底で手掘り作業中の被災者
が壁面の崩壊により土砂に埋もれ、死亡した。

６０代男性

5
6

崩壊災害
(崩壊・倒壊)

２階建て建屋の解体工事中、解体中の建屋が突然、倒壊し、
作業者２名が下敷きとなり、死亡した。

４０代男性
２０代男性

7
8

破裂災害
プラント工事で、漏れ検査のため空気圧（約0.5MPa）をかけ
ていた大型鉄製タンクが突然破裂し、爆風によって作業員2名
が吹き飛ばされ、死亡した。

７０代男性
５０代男性



死亡災害根絶 非常事態宣言
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福岡労働局HPより



死亡災害根絶 非常事態宣言
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建設業の死亡災害撲滅に向けて
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３．災害防止対策



墜落防止
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(作業床の設置等)
第５１８条
事業者は、高さが２ｍ以上の箇所(作業床の端、開口部等を除く。)で作業

を行なう場合において墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、
足場を組み立てる等の方法により作業床を設けなければならない。

(開口部等の囲い等) 
第５１９条
事業者は、高さが２ｍ以上の作業床の端、開口部等で墜落により労働者に

危険を及ぼすおそれのある箇所には、囲い、手すり、覆（おお）い等を設け
なければならない。

(構造)
第５６１条
事業者は、足場については、丈夫な構造のものでなければ、使用してはな

らない。

労働安全衛生規則



墜落防止（足場）
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労働安全衛生規則第559条ほか



墜落防止（足場）
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より安全な措置について



墜落防止（足場）
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一側足場の原則使用禁止（R6.4.1~）

幅が１ｍ以上の箇所では
本足場を使用

一側足場

本足場

※障害物などにより本足場の使用が困難な場合は、一側足場の使用が可能幅１ｍのイメージ



墜落防止（足場）
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足場の妻側に高さ85センチ
メートル以上の手すり又はこ
れと同等以上の機能を有する
設備及び中さん等を設ける必
要があります。



墜落防止（足場・作業床）
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高さ2メートル以上の作業床の端で墜落により労働者に危険を及ぼす
おそれのある箇所には、囲い、手すり、覆い等（囲い等）を設けな
ければなりませんが、いずれの措置も講じられていません。



墜落防止（ピット開口部の養生）
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墜落防止・落下防止（ネットの追加）
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墜落防止（躯体↔足場）
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墜落防止（外国人労働者向け注意喚起）
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墜落防止（墜落制止用器具の訓練設備）
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墜落防止（はしご・脚立）
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墜落防止（立ち馬使用の安全講習）
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死角

重機災害防止

30

運転者からの死角が大きいこ
とが要因に！

被

進行方向

運



重機災害防止

31

ICTを活用して、より充実
した安全対策を！



令和７年度 高度安全機械等導入支援補助金
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移動式クレーン作業計画
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クレーン周囲立ち入り禁止の強化
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ネット

フェンス等

キャスター
ゲート等

改善
(従来)

カラーコーン

親綱等



崩壊災害対策
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○掘削の安全勾配の確保
事前調査の結果に応じた安全勾配の確保
○土止め支保工
地山の崩壊のおそれがある場所は土止め支保工の設置
上下水道等溝掘削工事等は「土止め先行工法」の採用
○立入禁止
土砂、資材、擁壁等が崩壊するおそれがある箇所は立
入禁止措置の徹底
○資材の崩壊防止
資材は高く積みすぎない。積み上げた資材は網やロー
プ、くい止め等を設置

○解体構造物の事前調査
図面や現地調査で強度や劣化状況を十分に確認
○解体工事の作業計画
事前調査に基づく解体工法・作業手順・倒壊防止の控
えの設置方法等リスク低減措置を盛り込んだ作業計画
の作成と実施の徹底
○立入禁止
バリケードや標識等で関係者以外を立入禁止



その他土木作業における災害対策
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地盤が軟弱
な場合、鉄
板等で養生
しているか

法定勾配
で施工して
いるか

立入禁止措置を
講じているか

墜落・転落防止の
ための手摺を設け
ているか

掘削作業 危険のポイントを特定する



その他土木作業における災害対策
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土止め作業 危険のポイントを特定する

合図者を選
任している
か

保護具を着
用している
か

土止支保工
の構造は計
画どおりか

１本吊りを
していない
か

吊り荷の下
に入っては
いないか

墜落・転落
防止の手
摺を設けて
いるか



その他土木作業における災害対策
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危険のポイントを特定する配管作業

合図を統一し
ているか

敷鉄板あるかどうか

はしごの固定
はしてるか

吊り荷の下に入って
はいないか

墜落・転落防止
の手摺を設けて
いるか

立入禁止措置を
講じているか

作業指揮者を選
任しているか



ストレッチコーナーの設置
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ストレッチを促す看板の設置
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デジタルサイネージの活用
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大型映像機材の導入（朝礼での活用等）
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大型映像機材の導入（朝礼での活用等）
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災害事例掲示板
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職場における熱中症対策の強化について
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職場における熱中症対策の強化について
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職場における熱中症対策の強化について
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令和７年６月１日施行

労働安全衛生規則 第６１２条の２（労働安全衛生法 第２２条）

第１項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれの

ある作業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する者が熱中症の自覚症状を

有する場合又は当該作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを当該作業

に従事する他の者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備し、当該作業

に従事する者に対し、当該体制を周知させなければならない。

第２項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれの

ある作業を行うときは、あらかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、身体の

冷却、必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせることその他熱中症の症状の悪

化を防止するために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業

に従事する者に対し、当該措置の内容及びその実施に関する手順を周知させなけれ

ばならない。

(罰則) 
労働安全衛生法 第１１９条
６月以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。



職場における熱中症対策の強化について
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令和７年６月１日施行

法改正の背景



職場における熱中症対策の強化について
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「暑熱な場所」とは、
湿球黒球温度（WBGT）が28度以上又は気温が31度以上の場所をいい、出張先で作業を行

う場合や、労働者が移動して複数の場所で作業を行う場合、作業場所から作業場所への移動時
等も含む。
また、「暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業」と

は、上記の場所において、継続して１時間以上又は１日当たり４時間を超えて行われることが
見込まれる作業をいう。
なお、非定常作業、臨時の作業等であっても上記の条件を満たすことが見込まれる場合は対

象となる。

「暑熱な場所に該当するか否か」は、
原則として作業が行われる場所で湿球黒球温度又は気温を実測することにより判断する必要

があるが、例えば、通風のよい屋外作業について、天気予報（スマートフォン等のアプリケー
ションによるものを含む。）、環境省の運営する熱中症予防情報サイト等の活用によって判断
可能な場合には、これらを用いても差し支えないこと。

「当該作業に従事する者」とは、
労働者だけでなく、労働者と同一の場所において当該作業に従事する労働者以外の者を含む。



職場における熱中症対策の強化について
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「周知」は、
報告先等が作業者に確実に伝わることが必要である。その方法には、事業場の見やすい箇所

への掲示、メールの送付、文書の配布のほか、朝礼における伝達等口頭によることがあり、原
則いずれでも差し支えないが、伝達内容が複雑である場合など口頭だけでは確実に伝わること
が担保されない場合や、朝礼に参加しない者がいる場合なども想定されるため、必要に応じて、
複数の手段を組み合わせて行うこと。
また、現場で周知した結果の記録の保存までは法令では求めていないが、労働基準監督署に

よる確認に際しては、事業者として適切に対応することが求められること。



職場における熱中症対策の強化について
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「措置の義務主体」は
建設現場のような混在作業であって、同一の作業場で複数の事業者が作業を行う場合は、当

該作業場に関わる元方事業者及び関係請負人の事業者のいずれにも措置義務が生ずるものであ
ること。
この場合の周知の方法として、各作業者が共同して１つの連絡先を定め、これを作業者の見

やすい場所に掲示することや、メールでの送付、文書の配布等が考えられること。
なお、上記のような複数事業者が混在して作業を行う状況において当該措置が行われていな

かった場合には、元方事業者のみに違反が生ずる訳ではなく、当該作業場に関わる全ての事業
者に同条違反が生ずるものであること。



職場における熱中症対策の強化について
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「報告をさせる体制の整備」には、
熱中症を生ずるおそれのある作業場の責任者等報告を受ける者の連絡先及び当該者への連絡

方法を定め、かつ明示することにより、随時報告を受けることができる状態を保つことが含ま
れる。
また、積極的に熱中症が生じた疑いのある作業者を早期に発見する観点から推奨される方法

として、責任者等による作業場所の巡視、２人以上の作業者が互いの健康状態を確認するバ
ディ制の採用、ウェアラブルデバイスを用いたリスク管理、責任者・労働者双方向での定期連
絡などが挙げられる。

「報告をさせる体制の整備」は
「熱中症を生ずるおそれのある作業」が行われることが想定される作業日の作業開始前までに
行っておく必要があるが、夏季の屋外作業のように、一定期間、暑熱環境下で作業を行うこと
が明らかな場合は、十分な余裕をもって体制を整え、当該作業に従事することが見込まれる者
に周知しておくよう努めること。

（参考通達）
基発０５２０第６号（令和７年５月２０日）
労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について

基発０５２０第７号（令和７年５月２０日）
職場における熱中症予防基本対策要綱の策定について



職場における熱中症対策の強化について
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ウェアラブル端末で体調の見える化



職場における熱中症対策の強化について
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フローチャートの掲示による熱中症対策の例

事業場における報告先の掲示例



熱中症対策 朝ごはんの提供
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健康チェックコーナー（血圧計等の設置）
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４．今後の法改正について



個人事業者等の安全衛生対策の推進

58

（１）注文者等の配慮 （R7.5.14施行）
労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期など

に対する配慮規定について、建設工事以外の注文者にも広く適用されることを明確化

参考通達：令和７年５月14日付け 基発0514第１号

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大 （R8.4.1施行）
（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働

者の災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が個人事業
者等を含む作業従事者へと拡大

（３）業務上災害報告制度の創設 （R9.1.1施行）
個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に

報告させることができるように

（４）個人事業者等自身への義務付け （R9.4.1施行）
個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や

安全装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実施、
③危険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付ける

（５）作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け （R9.4.1施行）
作業場所管理事業者（仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するも

の）に対して、その管理する場所において、自社または請負人の作業従事者のいずれかが、危
険・有害な業務を行う場合に、災害防止の観点から、作業間の連絡調整等の必要な措置を講ず
ることを義務付け



職場のメンタルヘルス対策の推進
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○小規模事業者に対するストレスチェック義務化
・ストレスチェック：心理的な負担の程度を把握するための検査（安衛法第60条の10）
・労働者にストレスへの気づきを促すとともに、ストレスの原因となる職場環境の改善につな
げることで、メンタルヘルス不調の未然防止（１次予防）を図ることが目的
・現在は労働者数50人以上の事業場が対象
・今後、労働者数50人未満の事業場も義務化（令和10年５月14日までに）

参考通達：令和７年５月14日付け 基発0514第１号



高年齢労働者の労働災害防止の推進

60

R8.4.1施行
・高年齢労働者の労働災害防止の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の
改善、作業管理などの必要な措置を構ずることが努力義務化
・国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める
（参考）エイジフレンドリーガイドライン（高年齢労働者＝60歳以上）

参考通達：令和７年５月14日付け 基発0514第１号



法改正に関するリーフレット
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Webで検索してダウン
ロードできます。

ぜひご確認ください。



今後も労働災害防止へのご協力をお願い申し上げます

62

ご清聴ありがとうございました。
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